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熊本地震被災企業に対する熊本県工業連合会の復旧





























東北地方太平洋沖地震（東日本大震災，2011 年 3 月 11 日発生）などの大規模地震を他
人事のように捉えていた筆者にとって，2016 年 4 月に発生した熊本地震は二度と経験した
くない出来事であった。気象庁が「平成 28 年（2016 年）熊本地震（The 2016 Kumamoto 
Earthquake）」と命名した 1）大規模地震は何の予兆もなく突然に発生した。4 月 14 日 21 時 26
1） 　気象庁は，2016 年 4 月 15 日の報道発表資料「平成 28 年 4 月 14 日 21 時 26 分頃の熊本県熊本地方の
地震について（第 4 報）」において「平成 28 年 4 月 14 日 21 時 26 分頃に熊本県熊本地方で発生した地




熊本県益城町で震度 7 を観測した。その 28 時間後の 4 月 16 日 1 時 25 分には，同じく熊本県
熊本地方を震央とするマグニチュード 7.3 の地震（本震）が発生し，益城町と西原村で震度 7
を記録した 2）。九州地方で震度 7 の地震を記録したのは，気象庁の観測が始まって以降初めて
のことであり，熊本地震のマグニチュードと最大震度は兵庫県南部地震（阪神・淡路大震災，
1995 年 1 月 17 日発生，マグニチュード 7.3，最大震度 7）と同規模であった 3）。
この熊本地震によって，人，地域住民の生活基盤，地域経済を支える生産施設・設備や社会
インフラが甚大な被害を受けた。このため，熊本地震による災害は 2016 年 4 月 25 日に激甚災
害に，4 月 28 日には阪神・淡路大震災以来 4 例目となる特定非常災害に指定された 4）。
熊本県危機管理防災課の「平成 28（2016）年熊本地震等に係る被害状況について【第 256
報】」（2017 年 10 月 13 日発表，速報値）によると，熊本県内における人的被害は死者 246 名，
重軽傷者 2,718 名を数える。住宅被害は，全壊 8,664 棟，半壊 3 万 4,335 棟，床上浸水 114 棟，
床下浸水 156 棟，一部破損 15 万 3,907 棟で，合計 19 万 7,176 棟に及んでいる 5）。
また，熊本県商工観光労働部が 2016 年 5 月 27 日に発表した「被害額の推計について（製造
業，商業・サービス業，観光業）」では，熊本地震の被害額は，製造業 6,030 億円（うち大企
業4,510億円，中小企業1,520億円），商業・サービス業1,640億円，観光業（宿泊業）530億円，
3 業種合計で 8,200 億円と推計している。
2016 年 5 月 23 日に開催された，月例経済報告に関する関係閣僚会議において内閣府政策統
括官（経済財政分析担当）により報告された『平成 28 年熊本地震の影響試算について』によ
ると，熊本・大分両県のストック（社会資本・住宅・民間企業設備）の毀損額は約 2.4 〜 4.6
兆円（うち熊本県約 1.8 〜 3.8 兆円，大分県約 0.5 〜 0.8 兆円）にのぼると推計している 6）。
大規模地震により大きな被害を受けた企業が存亡の危機に立たされるケースも少なくない。
は，『The 2016 Kumamoto Earthquake』と命名しました」と述べている。また，気象庁は，2016 年 4
月 21 日，4 月 14 日夜から熊本県熊本地方や阿蘇地方，大分県で起きた一連の地震の名称を「平成 28 年
（2016 年）熊本地震」にすると発表し，名称を変更しない方針を示した。「避難 10 万人，大雨厳戒　不
明 2 人の捜索中断　熊本地震 1 週間」『朝日新聞』2016 年 4 月 21 日（夕刊）。
2） 　『平成 28 年 4 月　地震・火山月報（防災編）』気象庁，2016 年 4 月，47 ページ。
3） 　小田・東・松永・山中・溜渕・秋野「緊急レポート　熊本地震と地域経済」『KUMAMOTO 地域経済
情報』地方経済総合研究所，通巻 50 号，2016 年 5 月，3 ページ参照。
4） 　内閣府非常災害対策本部『平成 28 年（2016 年）熊本県熊本地方を震源とする地震に係る被害状況等
について』2017 年 10 月 16 日，27 〜 28 ページ。
5） 　なお，熊本県危機管理防災課「平成 28（2016）年熊本地震等に係る被害状況について【第 257 報】」
（2017 年 10 月 17 日発表，速報値）によると，熊本地震による死者は 248 名と同【第 256 報】より 2 名
増加している。



























設立時の会員は企業会員 243 社，団体会員 5 団体であった 7）。
翌 1996 年には，5 月 13 日開催の第 2 回総会を契機に事務局移転を検討し，生産連携を効率
的に進めるために財団法人熊本県中小企業振興公社（当時）内に移転した。97 年には，本田技
研工業株式会社の協力によるシリーズ形式の「コストダウン講習会」の開催，中小企業振興公
7） 　熊本県工業連合会の沿革については，本連合会の Web ページ「県工連のあゆみ」（http://www.







設立後 15 年を経過した 2010 年 5 月 17 日開催の通常総会において，任意団体として事業活
動・運営を行ってきた熊本県工業連合会について，社会的責任の明確化，会員へのサービス向
上及び熊本県のものづくり企業等の業界発展を目指して，年内に一般社団法人化することが全
会一致で承認され，一連の手続きを経て，同年 10 月 1 日付けで本連合会は一般社団法人へ移
行した 8）。
2010 年 7 月 26 日の同年度第 2 回幹事会で承認され，同年 10 月 1 日から施行された本連合会










一般社団法人化後，熊本県工業連合会は利便性を考慮し，事務局を 2011 年 4 月 1 日に熊本
県工業技術センター内に移転し，現在に至っている。2017 年 11 月現在の組織体制は図 1 の通
りであり，代表理事会長には，2009 年度から 4 期 8 年を務めた足立國功氏（熊本ソフトウェ
ア株式会社代表取締役社長）に代わり，2017 年 5 月から金森秀一氏（株式会社オジックテク
ノロジーズ代表取締役社長）が就任している。2017 年 5 月末現在の会員数は企業会員 334 社，
団体会員 17 団体である 10）。
8） 　熊本県工業連合会の一般社団法人化については，本連合会事務局発行の『くまもと工連ニュース』
No.178，2010 年 6 月 2 日及び No.182，2010 年 10 月 1 日を参考にした。
9） 　熊本県工業連合会の定款については，熊本県工業連合会『第 7 回（平成 29 年度）定時社員総会資料』
2017 年 5 月 15 日，66 〜 72 ページに掲載されている「一般社団法人熊本県工業連合会定款」を参照した。
10） 　熊本県工業連合会事務局長冨永好三氏からのヒアリング（2017 年 10 月 26 日）による。なお，本連













図 1　熊本県工業連合会の組織図（2017 年 11 月現在）
（出所） 熊本県工業連合会の Web ページ（http://www.kenkoren.gr.jp/outline/construction.
html，2017 年 11 月 1 日アクセス）による。
11） 　熊本県工業連合会の 2016 年度の事業活動については，注 9）の『第 7 回（平成 29 年度）定時社員総













メール及び電話にて問い合わせるという形で，前震発生翌日の 4 月 15 日から 5 月 2 日にかけ
て行われ，62 社から回答を得た 13）。
人的被害は，回答企業 62 社のうち 60 社が被害なしと回答しており，残りの嘉島町の 1 社は
男性社員 1 名がバイクの転倒により全治 3 か月の負傷，女性社員 1 名が骨折，大津町の 1 社は
社員 1 名が怪我と回答している。従って，人的被害は少なかったと言える。










本震発生後，4 月 18 日から 5 月 2 日までに回答した 47 社について見ると，震度 7 から 6 強
を記録した益城町，西原村，菊池市，大津町，嘉島町，宇城市，熊本市に事業所を置く企業 18
12） 　同前『第 7 回（平成 29 年度）定時社員総会資料』34 〜 38 ページの「復旧・復興への取り組みにつ
いて」参照。






































本震発生後 1 か月余り経過した 5 月 20 日から同月 27 日にかけて，熊本県工業連合会は，熊
本県ものづくり工業会（旧熊本県金型・治工具工業会，1983 年 4 月設立）と合同で「平成 28
年度熊本県製造業被害状況アンケート」調査を行なった。本調査は，熊本地震の影響による会
員企業の被害状況，復旧の見通し及び復興に向けた施策のニーズ等を調査し，熊本県に要望す
るための資料作りを目的としたもので，E メールにより実施された。調査対象企業数 345 社，
回答企業数 57 社，回答率は 16.5％であった 14）。
回答企業の事業所の所在地は，熊本市 19 事業所，合志市 6 事業所，益城町 5 事業所，宇城
市・菊池市各 4 事業所，菊陽町・大津町各 3 事業所などその大半が震度 5 強（本震の震度。以
下，震度は本震の震度を表す。）以上の地域である。
回答企業の従業員数は，30 人未満 13 社，30 〜 100 人未満 26 社，100 〜 300 人未満 10 社，






に被害」15 社，「建物全壊」1 社，「建物半壊」4 社，「建物一部損壊」26 社，「建物設備に被害」
21 社，「装置に被害」18 社，「直接的被害なし」10 社，「その他」9 社という状況であり，直接
的な被害がなかった企業は 10 社（17.5％）のみでしかない。「その他」9 社のうち 3 社はそれ
ぞれ「建物に一部被害はあったものの，社員並びに社員の家族に被害なし」「生産設備に甚大





市など震度 7 から 6 弱を記録した地域に集中している（表 1）。
震災後の休業の有無は，「休業を余儀なくされた」24 社（42.1％），「休業せず継続」27 社
14 ）　「平成 28 年度熊本県製造業被害状況アンケート」調査の目的，調査票，調査方法・期間，調査対象
企業数，回答企業数，回答率及び回答については，熊本県工業連合会・熊本県ものづくり工業会作成の










休業した企業の休業期間は，「1 週間未満」17 社，「1 週間以上」3 社，「2 週間以上」4 社，「1
か月以上」1 社，「復旧のめどが立っていない」無しという状況で，1 か月以上の休業を見込ん
でいる 1 社を除くと，他の企業は 1 か月以内には事業を再開している。
被害額（今までに費やした費用を含む。）については，「100 万円未満」9 社，「100 〜 300 万
円未満」8 社，「300 〜 500 万円未満」1 社，「500 〜 1,000 万円未満」4 社，「1,000 〜 3,000 万円
未満」9 社，「3,000 万円〜 1 億円未満」3 社，「1 〜 3 億円未満」2 社，「3 億円以上」5 社，「そ
の他」16 社という回答結果が出ている。「その他」16 社の内訳は，無しが 1 社，不明・未確定
が 4 社，非公開が 1 社，記載無しが 10 社である。被害額を 1,000 万円未満と 1,000 万円以上と
に大別すると，1,000 万円未満が 22 社，1,000 万円以上が 19 社を数え，1,000 万円未満の企業
が上回っている。もっとも，被害額1億円以上の企業が7社にも及んでいることは注目に値する。
被害額を従業員規模別に見ると，従業員数 300 人未満の中小企業では「100 万円未満」9 社，
「100 〜 300 万円未満」5 社，「300 〜 500 万円未満」1 社，「500 〜 1,000 万円未満」3 社，「1,000
〜 3,000 万円未満」8 社，「3,000 万円〜 1 億円未満」2 社，「1 〜 3 億円未満」2 社，「3 億円以
上」3 社，「その他」16 社，従業員数 300 人以上の企業では「100 〜 300 万円未満」3 社，「500
表 1　地域別建物等の被害状況（複数回答）
（出所） 熊本県工業連合会・熊本県ものづくり工業会「平成 28 年度熊本県製造業被災状況アン
ケート集計結果」（2016 年）の「○地域別建物等の被害状況」に一部加筆して掲載。
（単位：社）
建物全壊 建物半壊 建物一部損壊 建物設備に被害 装置に被害 直接的被害なし 合　計
熊本市 0 2 9 7 6 2 26
益城町 0 0 3 1 1 0 5
西原村 0 0 1 1 0 0 2
宇城市 0 0 3 2 2 0 7
菊池市 0 0 1 3 1 0 5
大津町 0 1 2 3 3 0 9
菊陽町 0 0 2 1 2 0 5
合志市 0 0 1 1 0 0 2
その他 1 1 5 3 3 8 21
合　計 1 4 27 22 18 10 82
― 95 ―
伊　東　維　年
〜 1,000 万円未満」1 社，「1,000 〜 3,000 万円未満」1 社，「3,000 万円〜 1 億円未満」1 社，「3
億円以上」2 社となっている。従業員数 300 人未満の中小企業の中でも，被害額 1,000 万円以
上の企業にとっては，その被害額が今後の企業経営の重しとなるであろうし，とりわけ被害額
が 1 億円を超える企業 5 社においては厳しい経営を迫られることは間違いない。
今後 1 年間の売上見込みに関しては，「震災前と同程度」24 社，「震災前の 80％程度」16 社，
「震災前の60％程度」6社，「震災前の40％程度」無し，「震災前の20％程度」1社，「それ以下」
1 社，無記入 9 社という回答となっている。今後 1 年間の売上を震災前と同程度と見込んでい
る企業と，震災前より売上減少を見込む企業がともに 24 社（42.1％）と肩を並べている。今後
1 年間の売上を震災前と同程度と見込んでいる企業が 24 社，回答企業全体の 4 割余りに及んで
いるのは，震災後休業しなかった企業が 27 社（47.4％），休業した企業でも「1 週間未満」が
17 社（29.8％）を数えることに因るものと考えられる。
今後の企業活動の障害になりそうなもの（複数回答可）は，「施設設備復旧資金の不足」12
社，「労働力の確保」8 社，「取引先の確保」7 社，「雇用の維持」「消費自粛」各 5 社，「運転資
金の不足」4 社，「事業用地の確保」「公的支援制度の情報不足」各 3 社，「二重ローン問題」1
社，「上下水道の復旧遅延」「電力不足・節電問題」いずれも無し，「その他」11 社という回答
となっている。前述のように回答企業の大多数が建物・建物設備・装置の被害に遭っているこ









































2 階から 1 階へ移動して業務ができる体制となった。通信機能の復旧工事が賃貸ではあるが，経費
















4 月 19 日から従業員の安全確保のため 1 週間休業としたので，雇用調整助成金を申請予定。 
社員寮が倒壊懸念で使用することができず，賃貸に転居を余儀なくされている。撤去費用（または
再建費用）及び賃貸物件に係る会社負担，社員寮に勤務していた寮母の雇用に関する支援措置の有








































致企業との取引関係に生じた変化を把握するために，2016 年 8 月に「誘致企業との取引に関す
るアンケート調査」を実施した。本調査の調査期間は 2016 年 8 月 3 日から同月 10 日まで，調
査対象は工業連合会グループで熊本県中小企業等グループ施設等復旧整備補助事業（グループ
補助金）を申請した企業 108 社，調査方法はＥメールを利用した調査方法である。回答企業数
は 43 社，回答率は 39.8％である。質問項目とその回答は次の通りである 15）。
まず，熊本県内の誘致企業との取引関係の有無については，「ある」が 27 社（62.8％），「な






め重複回答企業がある。），「0 〜 10％」6 社，「11 〜 20％」7 社，「21 〜 30％」5 社，「31 〜
40％」1 社，「41 〜 50％」3 社，「51％以上」1 社となっており，減少率 30％以下の企業が多い
が，中には 41％以上という大幅な減少をきたした企業もある。
誘致企業との取引が減少したことによる影響（自由回答）に関しては，13 社が表 3 のように
15 ）　「誘致企業との取引に関するアンケート調査」の目的，調査票，調査方法・期間，調査対象企業，回
答企業数，回答率及び回答については，熊本県工業連合会作成の「誘致企業との取引に関するアンケー



















たい」無し，「現状維持」3 社（7.0％），無回答 2 社（4.7％）と「雇用を増やしていきたい」企
業が 9 割近くに達している。





























































































（出所） 熊本県工業連合会『誘致企業との取引に関するアンケート調査集計結果』（2016 年 8




















































（出所） 熊本県工業連合会『誘致企業との取引に関するアンケート調査集計結果』（2016 年 8










































この間，政府は，熊本地震による災害について，2016 年 4 月 25 日に，激甚災害に対処する
ための特別の財政援助等に関する法律（激甚災害法，昭和 37 年法律第 150 号）に基づき激甚
災害に，4 月 28 日に，特定非常災害の被害者の権利利益の保全等を図るための特別措置に関す
る法律（特定非常災害特別措置法，平成 8 年法律第 85 号）に基づき特定非常災害に指定した。
続いて 5 月 10 日には，熊本地震による災害を，大規模災害からの復興に関する法律（平成 25
年法律第 55 号）に基づいて非常災害として指定した。さらに 5 月 13 日には「熊本地震復旧等
予備費」（約 7,000 億円）を内容とする平成 28 年度補正予算案を閣議決定し，本補正予算は 5
月 17 日に国会の議決を経て成立した 17）。
経済産業省では，「熊本地震復旧等予備費」を活用して，熊本地震の災害からの復旧・事業
再建を目指す中小企業者に向けて，施設の復旧支援を新たに設けるとともに，資金繰り支援の




に 400 億円，⑷中小企業組合共同施設等復旧事業に 11.9 億円，⑸商店街震災復旧等事業に 11
億円，⑹被災地域石油製品販売業早期復旧支援事業に 2.5 億円，⑺小規模事業者持続化補助金
に 25 億円，⑻中小企業・小規模事業者等ワンストップ総合支援事業に 2.8 億円，総額 655 億円
を支出することにした――これらの事業の取り扱いは 6 月 1 日から開始――。




般社団法人熊本県工業連合会『平成 28 年熊本地震に伴う要望』2016 年 5 月，2 ページ。
17 ）前掲注 4）27 〜 28 ページ参照。
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18 ）内閣府非常災害対策本部『平成 28 年（2016 年）熊本県熊本地方を震源とする地震に係る被害状況等












同年 12 月に熊本県が，前記の『平成 28 年熊本地震からの復旧・復興プラン』の「概ね 4 年
間の取組み」を包含し，かつ 2015 年 10 月に策定した『熊本県まち・ひと・しごと創生総合戦











目的として」21）開催する懇談会で，2013 年 3 月からスタートしている。
熊本地震の発生による甚大な被害を受けて，2016 年 9 月 30 日の第 28 回懇談会から 2017 年
1 月 10 日の第 30 回懇談会までの 3 回の懇談会において，熊本地震を踏まえた国土強靱化関係
施策の検討についての報告や民間の取組促進に向けた好事例・課題についての意見交換などが
行われている。
19 ）熊本県『平成 28 年熊本地震からの復旧・復興プラン』2016 年 8 月（同年 10 月改訂，同年 12 月改訂），
45 〜 47 ページ，78 〜 79 ページ。
20 ）熊本県『熊本復旧・復興 4 カ年戦略』2016 年 12 月，58 〜 61 ページ。
21 ）「ナショナル・レジリエンス（防災・減災）懇談会の開催について」2013 年 2 月 22 日内閣官房長官決
裁，2014 年 9 月 26 日一部改正。
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22 ）内閣官房「ナショナル・レジリエンス（防災・減災）懇談会（第 29 回）議事次第」2016 年 11 月 9 日
参照。
23 ）田中稔彦『ナショナル・レジリエンス懇談会　ものづくり中小企業の被災実態と教訓』2016 年 11 月 9
日，15 ページ。




の 3 名が参加した 26）。
本研究会は 2016 年に熊本市内において 3 回開催され，7 月 11 日開催の第 1 回研究会では問
題提起及び論点整理，7 月 26 日開催の第 2 回研究会では個別論点の討議及び取りまとめ方向性


























7 月 11 日，1 ページ。
29 ）同前，2 ページ。
30 ）「工業団地のリデザインによる地域企業の活性化研究会」の第 1 回，第 2 回での主な議論については，
九州経済産業局『第 3 回工業団地のリデザインによる地域企業の活性化研究会（とりまとめ検討資料）』













































（出所） 九州経済産業局『第 3 回工業団地のリデザインによる地域企業の活性化研究会（とり
まとめ検討資料）』2016 年 8 月 8 日，5 ページ。





























サルタントである箕浦秀樹氏を講師に招き，2016 年 10 月 7 日にメルパルク熊本にて 22 名の参
加者を得て開催された。箕浦氏は本テーマのもと，強い経営体質を目指すためには，生産に係
33 ）ものづくり次世代基金の設置については，前掲注 9）の『第 7 回（平成 29 年度）定時社員総会資料』








第 2 回は「電力インフラへの対応と BCP 策定の効果」と題するセミナーである。くまもと






















35 ）熊本県工業連合会の Facebook「★セミナーのご案内★　10/7（金）15：00 〜 17：00　メルパルク
にて　『経営に寄与する省エネルギーと強いものづくり〜防災・減災産業づくりを目指して〜』講師　
箕浦秀樹氏　パナソニックエコソリューションズ創研株式会社コンサルタント」2016 年 10 月 4 日掲載
（https://ja­jp.facebook.com/kenkouren/，2017年 11 月 28 日アクセス）参照。
36 ）防災産業都市構想フォーラムについては，前掲注 9）の『第 7 回（平成 29 年度）定時社員総会資料』











ところで，2017 年 8 月 31 日に開催された第 1 回防災産業都市構想フォーラム企画委員会に
おいて，防災産業都市構想フォーラムはくまもと防災ビジネス研究会に変更された。くまもと











動，⑶防災・減災関連シーズ調査とビジネスマッチング，⑷ FS 活動（2018 年度より実施）を
進め，熊本県工業連合会主催の研究会が主体となって産学官連携による防災ビジネスの創出に

































月 31 日に熊本市で開催された中小企業庁経営支援部長と県内経済 5 団体及び熊本県商店街振
興組合連合会との意見交換会において，また同年 8 月 30 日に経済産業大臣が熊本地震の被災
地を訪れた際に開催された意見交換会においても本連合会としての要望を伝えている。さらに
は，本連合会が産業界からみた熊本県及び熊本市の産業施策を取りまとめ，同年 10 月 3 日に























さらに付け加えるならば，熊本県工業連合会の復旧・復興支援活動が 1 〜 2 年の活動として
ではなく，それ以上の長きにわたる活動として位置付けられていることである。








The theme of this paper is to consider and evaluate the restoration and 
reconstruction support activities of Kumamoto Prefecture Industrial Association for 
the aﬀected companies of The 2016 Kumamoto Earthquake.  The period targeted 
for consideration and the evaluation is one year from April 1, 2016 to March 31, 
2017.
The Kumamoto earthquake caused great damage to manufacturing companies of 
the region.  The Kumamoto Prefecture Industrial Association is working on various 
restoration and reconstruction support activities for these aﬀected companies. 
Author considered the restoration and reconstruction support activities of the 
Kumamoto Prefecture Industrial Association for the aﬀected companies of the 
Kumamoto earthquake, and evaluated highly due to the following six reasons.
The ﬁrst reason is that the Association worked on restoration and reconstruction 
support activities quickly as having carried out the damage investigation of the 
member companies by email and telephone from April 15, 2016 equal to the 
next day of the foreshock.  The second is that the Association repeatedly carried 
out the investigation about the damaged situation or request of the member 
companies.  The third is that the Association has actively made request activities 
to the administrative organs, etc. in response to the investigation results of member 
companies and the direct requests from member companies.  The fourth is that the 
Association has worked on a wide variety of restoration and reconstruction support 
activities.  The ﬁfth is that the Association is not only performing mere restoration 
from the damage of the Kumamoto earthquake, but also is doing eﬀorts for creative 
reconstruction.  Sixth, what must be evaluated more than anything is that spirit of 
mutual assistance of the members in the Association is being demonstrated.
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